
別紙 2 

 

介護予防・日常生活支援総合事業のガイドラインについて 

第 4 サービスの利用の流れ(被保険者の自立支援に資するサービスのための介護予防ケア

マネジメントや基本チェックリストの活用・実施、サービス提供等) 

4 介護予防ケアマネジメントの実施・サービスの利用開始 

⑶ 介護予防ケアマネジメントにおける留意事項 抜粋 

 

○ 介護予防ケアマネジメントの実施に当たっては、自立支援や介護予防のため、総合事業

の趣旨やケアマネジメントの結果適当と判断したサービスの内容について、利用者が十

分に理解し、納得する必要がある。そのため、地域包括支援センターは、利用者本人やそ

の家族の意向を的確に把握しつつ、専門的な視点からサービスを検討し、そのサービス内

容、自立支援や介護予防に向けて必要なサービスをケアプランに位置付けていること、そ

れによりどのような効果を期待しているのか等を利用者に丁寧に説明し、その理解・同意

を得て、サービスを提供することが重要である。 

○ 給付管理を伴わないサービス利用の場合においても、指定サービスについて給付管理

が行われる趣旨が損なわれることのないよう、利用者の状態等に応じた内容・量のサービ

スをすることが適当である。 

○ 総合事業における介護予防ケアマネジメントは、第 1 号介護予防支援事業として地域

包括支援センターによって行われるものであり、指定介護予防支援事業所により行われ

る指定介護予防支援とは異なる。また、ケアプランの自己作成に基づくサービス事業の利

用は想定していない。予防給付において自己作成している場合は、現行制度と同様、市町

村の承認が必要である(介護給付と異なる)が、加えてサービス事業を利用する場合は、必

要に応じ、地域包括支援センターによる介護予防ケアマネジメントにつないでいくこと

が適当である。 

○ 総合事業の介護予防ケアマネジメントは、自立支援に資するものとして行うものであ

り、その介護予防ケアマネジメントの支援の一つとして、地域ケア会議の活用が考えられ

る。 

 

 

 

 


